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2016年度アジア経済研究所調査研究方針  　
 

１．基本方針 

アジア経済研究所（以下、研究所）は、アジア、中東、アフリカ、ラテンア

メリカなど開発途上国・地域の貿易の拡大と経済協力の促進に寄与する基礎的

かつ総合的な調査研究を行う国の研究機関として、我が国の通商政策・経済協

力政策の基盤となる研究を実施する。開発途上地域の現地情勢・現地語に精通

した経済学、政治学等の多様な分野の研究者の集積、国内外の研究ネットワー

クを最大限に活用して、政策立案やビジネスの基礎的材料となる付加価値の高

い研究成果と政策提言を創出する。 

 

 研究所は、平成 26 年 9月 2日総務省「独立行政法人の目標の策定に関する指

針」に定める国立研究開発法人の「研究開発の最大化その他の業務の質の向上

に関する事項」の規定が準用されることになったことに鑑み、同指針で課題と

して提示されている①人材の確保育成、②適切な資源配分、③事業間の連携・

融合、④能力を引き出すために研究開発環境の整備、⑤他機関との連携・協力

といった課題に取り組み、研究成果の最大化を目指す。 

 適切な資源配分にあたっては、①政策担当者へのブリーフィング件数、②論

文ダウンロード件数、③研究成果外部評価、④セミナー等開催件数、⑤国際共

同研究実施件数等の数値目標達成に必要な成果普及、研究連携を拡充しつつ、

以下に示すようにアフリカ、経済地理シミュレーションモデル

（IDE-Geographical Simulation Model：以下 IDE-GSM）、「ビジネスと人権（政

策経費）」、「一帯一路」など重点的に取り組む研究課題を明確にする。また、

高度研究人材確保のための任期付研究員制度の整備など環境整備に引き続き取

り組む。 

 

（１）政策の基礎となる研究成果の創出を通じた産業・経済・社会への貢献 

 グローバリゼーションの中でアジアをはじめとする新興国が高い経済成長を

続け、日本企業にとっての潜在的市場が拡大する一方で、それに伴い政治・治

安情勢の不安定化、地域間格差・所得格差の拡大、資源・環境制約の顕在化等

の様々な課題が表面化しており、新興国・開発途上地域研究へのニーズが飛躍

的に高まっている。このような課題に応えるため、研究所は、我が国における

最大の新興国・開発途上国研究の拠点として、地域研究・開発研究を両軸に、

これら地域の政治・経済・社会についての分析を深め、産業の高度化など持続

可能な成長を実現していくために新興国が対処すべき課題や今後直面する課題

を先取りした研究課題に取り組む。具体的には、新興国、開発途上国における

急速な経済成長の背景にある企業活動や、産業組織の実態把握ならびに各国の

成長の源泉であるとされる企業の国際市場における国際価値連鎖（Global Value 

Chains: 以下 GVC）への参画を可能にするメカニズムの解明に取り組む。また、

貿易・投資及び消費の拡大を軸に近年目覚ましい発展を遂げ、アフリカ開発会

議（TICAD）を通じた協力に関心が高まるアフリカについての研究を重点的に実

施する。さらに、2015 年以降の開発目標を定める持続的な開発目標（Sustainable 
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Development Goals：以下 SDGs）を念頭に、ジェンダー、開発と障害、格差是正

など包摂的成長（inclusive growth）と機会の平等を視座とする研究にも取り

組む。 

 

（２）先駆的かつ大学・企業等で実現しがたい研究成果の創出 

 研究所は、国の研究機関としての特性を活かしながら、大学・企業では実施

しがたい研究成果を創出する。具体的には、空間経済学に基づき研究所が構築

した「IDE-GSM」の地域的な拡張や応用に取り組み、国際機関、外国政府等の要

請にもとづき分析結果を提供する。また、WTOやケンブリッジ大学（予定）と連

携した「付加価値貿易分析」をはじめとする最先端の研究をさらに発展させる

とともに、国際機関等との連携を強化するため、WTO、世銀等と連携した「GVC 

Development Report」の作成に参画する。 

 

（３）国際共同研究等の推進を通じた世界への知的貢献 

 研究所は、WTO、ADB、世界銀行等の国際機関、米カリフォルニア大学バーク

レー校（UC Berkeley）、仏国立科学研究センター（CNRS）等、欧米の大学・研

究機関との共同研究等を推進し、国内外の優れた研究人材を活用しながら、世

界への知的貢献を目指す。 

 

２．活動方針 

（１）研究事業 

政策提言研究、政策提言に資する分析研究、政策提言の基盤となる基礎的・総

合的研究の 3つに分けて実施。 

①政策当局の要請に基づく即応性の高い研究課題に取り組む「政策提言研究」

を実施し、政策担当者等に対する研究成果のブリーフィング等を通じて、我

が国の通商政策・経済協力政策に寄与するとともに、産業界、相手国政府に

対する経済・社会発展、ビジネス機会の創出等に関する政策提言を行う。混

迷を深める中東情勢を分析する政策提言研究を継続するほか、「付加価値貿

易」、「ビジネスと人権」、「一帯一路」や「ASEAN-インド」など顕在化し

てきた戦略的な広域経済圏の形成を見据えた課題に取り組む。 

②「政策提言に資する分析研究」では、「連携研究」として国際機関や国内外

の大学・研究機関等との間で共同研究を推進する。また、地域経済の活性化

や国際展開等について、地方自治体とも連携した研究を進める。中でも地方

自治体との地方連携研究については、物流ハブと地域経済の活性化（沖縄県）、

地場産業の国際展開（北陸 3県）を主題としたテーマを設定する。「経常分

析研究」では、アジア、中東、アフリカ、ラテンアメリカの政治経済動向の

分析を行い、その成果を定期刊行物とウェブで発信するほか、「IDE-GSM」の

地域的な拡張や応用や、非関税障壁として関心が高まっている「国際的な規

制や基準への対応」などの課題に取り組む。さらに、「機動研究」では、開

発途上地域の緊急発生的な事態や国際情勢の変動など国内外で関心の高い問

題に迅速に対応した研究を時宜に応じて実施する。具体的には、2015年 11

月の ASEANサミットにおいてその「完成」が宣言された「ASEAN 共同体」の実
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像と今後の方向性について三つの「共同体」の側面から分析を行う研究なら

びに、ラオス人民党大会から総選挙へと続く一連の動向を政治、経済、社会

の側面から分析する研究が計画されている。 

③最新の学術研究動向の把握、産官学のニーズ把握を踏まえ、政策提言の基盤

となる基礎的・総合的研究を実施する。 

 

  

（２）研究成果の発信・普及 

 出版・講演会・セミナー・ウェブサイト等により、政策担当者、ビジネス界、

学界・有識者等、国民各層を対象に、ニーズに応じた成果の普及を図る。 

①政策立案、ビジネスの企画に研究所の研究成果、リソースを反映させること

を目的に、政府・主要企業の中堅幹部、メディア等の政策形成に影響力のあ

る層を対象とした情報提供を積極的に行うとともに、ポリシー・ブリーフの

作成等を行う。 

②ウェブサイトは、時宜にあったテーマ、内容を念頭に、政策やビジネスにも

役立つ視点、分析手法、付加価値の高いデータなどに重点を置きつつ強化し

てゆく。研究成果を広く普及するための取り組みとして、アクセス可能なコ

ンテンツの拡充を図る。 

③また、国内外におけるシンポジウム・講演会等の開催、学会及び学術雑誌で

の論文発表、出版活動等を積極的に行う。セミナー・講演会については、大

阪での夏期公開講座の実施など国内外各地域及び各界のニーズに対応する。

国内外の講演会等の開催にあたっては、研究所の研究員と本部の調査担当者

が共に講師を務めるなど、本部及び国内事務所との連携を強化すると共に、

ジェトロが有する広範なネットワークを活用し、機動的に実施できるように

連携を強化する。 

④賛助会員を対象としたフォーラムの開催、研究出版物の送付、オンライン閲

覧による最新データベースの提供など賛助会員を通じた研究成果の発信・普

及に努める。 

 

（３）研究所図書館 

①開発途上国研究に関する専門図書館として、学術資料の他、各国の政府刊行

物、統計書、新聞・雑誌等の多言語にわたる資料（電子媒体を含む）を収集、

整備、提供する。非来館利用者の利便性を高めるために、ウェブサイトを通

じた貴重資料の電子的提供、および研究成果データベース（AIDE、ARRIDE等）

のコンテンツ拡充を進める。研究成果データベースについては、後継システ

ムの調達に向けた仕様策定等の準備を進める。 

②資料展の実施や図書館共同利用制度を通じて図書館の利用促進を図るほか、

大学図書館等でアジ研研究者が著作について語る講演会（ブックトーク）を

実施する。 

③2015年度から民間業者に委託している市場化テスト対象業務については、

2016年度が最終年であるため評価を実施する。また、2016年 4 月から運用を
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開始する図書館情報システムについては、ビジネスライブラリ―とともにシ

ステム統合による効率的・効果的な運用を行う。 

 

（４）研究交流・ネットワーク・人材育成 

 研究所の有する開発途上国に関する豊富な知見・研究成果に基づく知的貢献

及び成果普及の一環として、理論の理解と実践能力を兼ね備えた日本人開発専

門家の国際機関等への輩出、及びアジア・アフリカ地域の開発途上国の行政機

関または公的機関の人材育成を目的に、開発スクール(イデアス：IDE Advanced 

School)を運営する。とくに新アフリカ戦略に基づき開始したアフリカ人研修生

の受け入れを継続する。 

 研究所の情報収集・分析能力の強化のため、開発途上国地域の研究機関・大

学並びに欧米等の開発途上国研究機関へ海外研究員を派遣する。また、地域研

究及び開発研究の内外の専門家を海外客員研究員・開発専門家等として招聘す

る。 

 国際機関、国内外の大学・研究機関との研究連携を推進し、国内外の学会に

おける研究報告、国際機関等における研究所セッションの開催などを通じて、

研究ニーズ把握、研究ネットワーク拡充及び研究所の認知度向上を図る。また、

研究マネジメント機能の高度化等を通じて研究事業間の連携を促進する。 

 

 

（５）ERIA支援事業 

 ERIA支援室は、経済産業省、アジア経済研究所、海外調査部、バンコク事務

所等と連携し、研究所を含む 16研究機関のネットワークを活用しながら、ポス

ト ASEAN経済共同体（ASEAN Economic Community：以下 AEC）時代におけるさら

なる東アジアの経済圏の一体的な発展と我が国の成長に貢献することを目的に

東アジア ASEAN経済研究センター（Economic Research Institute for ASEAN and 

East Asia:以下 ERIA）への研究支援を行う。ERIAとの連携研究を推進するほか、

その成果の国内外での普及活動を実施する。 

 

（６）競争的資金の獲得と効果的活用の促進 

 研究蓄積と研究者集積を活用し、国際機関・政府機関等からの受託研究、科

学研究費助成事業など競争的資金の獲得を推進するほか、外部資金の効果的活

用を促進する。 

 

３．新規事業  

（１）地方自治体・大学等との地方連携研究の実施 

（２）クロス・アポイントメント制度の導入 

 

４．廃止事業  

なし 
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2016 年度調査研究課題案 

  研究会課題名 期間 提案者 最終成果の形態 

政策提言研究（４件）   

 地域研究センター   

  A-1 
中東における「国民国家」モデルの溶解と新たな地域秩序の可

能性（Ⅱ） 

1 年

1/1 
佐藤寛 

ポリシーブリーフ・ 

政策ブリーフィング 

 開発研究センター   

  A-2 緊密化する経済圏：ASEAN と南アジア 
1 年

1/1 
今泉慎也 

ポリシーブリーフ・ 

政策ブリーフィング 

 新領域研究センター   

  A-3 「一帯一路」構想とその中国経済への影響評価 
1 年

1/1 
大西康雄 

ポリシーブリーフ・ 

政策ブリーフィング 

  A-4 

新興国における企業活動と人権リスクに関する調査・啓発なら

びにナショナル・アクション・プラン策定に関するプラットフォーム

構築事業（政策経費） 

1 年

1/1 
山田美和 

ポリシーブリーフ・ 

政策ブリーフィング 

重点研究（１１件）   

 地域研究センター   

  B-I-1 冷戦後アフリカの土地政策 
2 年

2/2 
武内進一 研究双書 

  B-I-2 アフリカにおける若者のスキル開発 
2 年

2/2 
福西隆弘 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  B-I-3 女性看護師の国際労働移動―インド・ケーララ州からの事例 
2 年

2/2 
辻田祐子 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  B-I-4 
Industrial Organisation in China: Theory building and analysis of 

new dimensions 

2 年

1/2 
藤田麻衣 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

 開発研究センター   

  B-I-5 途上国の障害女性・障害児の貧困削減 
2 年

2/2 
森壮也 研究双書 

  

  

B-I-6 女性のエンパワメントと社会制度 
2 年

2/3 
工藤友哉 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

B-I-7 グローバル・バリュー・チェーンと労働 
2 年

1/2 
佐藤仁志 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 
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 新領域研究センター   

  B-I-8 マイグレーションリスクとしての「人身取引」問題 
2 年

2/2 
山田美和 アジア経済 

  B-I-9 メコン諸国における産業クラスターの実証研究 
2 年

2/2 
黒岩郁雄 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  B-I-10  Formation of Knowledge Networks in East Asia 
2 年

2/2 
カン・ビョンウ 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  B-I-11 環境規制の国際的波及と分断化 
2 年

2/2 
小島道一 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

経常分析研究（６件）   

 地域研究センター   

  B-II-1 アジア諸国の動向分析 
1 年

1/1 
荒井悦代 アジア動向年報 

  B-II-2 中東の政治経済分析 
1 年

1/1 
鈴木均 中東レビュー 

  B-II-3 現代アフリカの政治経済 
1 年

1/1 
福西隆弘 アフリカレポート 

  B-II-4 ラテンアメリカ政治経済社会 
1 年

1/1 
坂口安紀 ラテンアメリカレポート 

 新領域研究センター   

  B-II-5 
Trade Standard Compliance Report in Asia: Preliminary Data 

Analysis and Case Studies on Supply Chain Perspective 

1 年

1/1 
道田悦代 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  B-II-6 経済地理シミュレーション・モデルに基づく研究 
1 年

1/1 
熊谷聡 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

機動研究（３件＋α）   

  B-III-1 ラオス人民革命党第 10 回大会と「ヴィジョン 2030」   山田紀彦 情勢分析レポート 

  B-III-2 ミャンマー新政権の発足――2015 年総選挙の過程と結果――   長田紀之 情勢分析レポート 

  B-III-3 第 12 回ベトナム共産党大会と｢第 2 のドイモイ｣の可能性   石塚二葉 情勢分析レポート 
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連携研究（２件）   

 開発研究センター   

  B-IV-1 技術革新とグローバル・バリューチェーン 
1 年

1/1 
猪俣哲史 

GVC Development 

Report 

 新領域研究センター   

  B-IV-2 
地方連携・北陸『地方創生と国際化・イノベーション：北陸経済

の創生に向けた理論・実証分析』 

1 年

1/1 
熊谷聡 調査研究報告書 

基礎的総合的研究（３９件）   

 地域研究センター   

  C-1 途上国における農業経営の変革 
2 年

1/2 
清水達也 研究双書 

  C-2 馬英九政権期の中台関係と台湾の政治経済変動 
2 年

1/2 
川上桃子 研究双書 

  C-3 
イラン「経済自由化」政策の変容とインパクト―産業、市場、経

営環境 

2 年

1/2 
岩崎葉子 アジア経済 

  C-4 カザフスタンにおける非公式な支払い―原因と影響 
2 年

1/2 
岡奈津子 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-5 21 世紀のメキシコ―近代化する経済、分極化する社会 
2 年

1/2 
星野妙子 研究双書 

  C-6 ドイモイ下ベトナムの家族の動態と変容 
2 年

1/2 
寺本実 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-7 地域構造の変化に関する定量的研究 
2 年

1/2 
坪田建明 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-8 発展途上国における民主主義の危機 
2 年

2/2 
川中豪 

和文単行書（外部出

版） 

  C-9 「新型都市化」政策から見る中国の経済体制改革 
2 年

2/2 
山口真美 研究双書 

  C-10 
インドネシアの都市化―1999 年から 2014 年の村落悉皆調査結

果を用いた分析 

2 年

2/2 
東方孝之 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-11 ポスト・マハティール期のマレーシアにおける政治経済変容 
2 年

2/2 
中村正志 研究双書 

  C-12 2000 年代ベトナムにおける新たな社会階層の台頭 
2 年

2/2 
荒神衣美 研究双書 
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  C-13 エジプトにおける経済改革期の所得・消費構造の変化 
2 年

2/2 
土屋一樹 

英文単行書（外部出

版） 

  C-14 中東イスラーム諸国における生殖医療と家族 
2 年

2/2 
村上薫 アジ研選書 

  C-15 
ハイチ・ドミニカ共和国比較研究―統治におけるパフォーマンス

の違いをめぐって 

2 年

2/2 
山岡加奈子 アジ研選書 

  C-16 【基礎理論研究】新興途上国地域の治安問題 
1 年

1/1 
近田亮平 

基礎理論研究 

成果報告書 

  C-17 【基礎理論研究】発展途上国の女性の国際労働移動 
1 年

1/1 
児玉由佳 

基礎理論研究 

成果報告書 

  C-18 【個人研究 A】北インドにおける農村開発行政と村人 
1 年

1/1 
近藤則夫 外部ジャーナル投稿 

  C-19 
【個人研究 A】インドにおける司法積極主義の変容―環境と経

済発展に関わる問題を中心に 

1 年

1/1 
佐藤創 外部ジャーナル投稿 

  C-20 【個人研究 A】湾岸アラブ諸国企業における取締役会の役割 
1 年

1/1 
齋藤純 外部ジャーナル投稿 

  C-21 
【個人研究 B】国政上の拒否権プレーヤーとしての州知事―ア

ルゼンチン上院の事例から 

1 年

1/1 
菊池啓一 

英文単行書（外部出

版） 

 開発研究センター   

  C-22 新しいグローバル・モデルの開発とその応用 
2 年

1/2 
柴田つばさ 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-23 フィリピン経済・産業の再生と課題 
2 年

1/2 
柏原千英 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-24 政治的抵抗の影響：バングラデシュのケース 
2 年

1/2 

Abu 

Shonchoy 
アジ研選書 

  C-25 東アジアの計量モデル分析 
2 年

2/2 
植村仁一 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-26 アジア国際産業連関表の作成：課題と拡張 
2 年

2/2 
桑森啓 アジ研選書 

  C-27 四ヵ国モデルによる多国籍企業の生産形態分析：理論と実証 
2 年

2/2 
小山田和彦 研究双書 

  C-28 政治ショックの経済分析 
2 年

2/2 
工藤友哉 

Research Bulletin／ 

外部ジャーナル投稿 

  C-29 
【個人研究Ａ】南インドにおける紡績産業の若年女性労働慣行

とその問題点 

1 年

1/1 
中村まり アジア経済 
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  C-30 
【個人研究 B】ミャンマーの外国為替市場をとりまく統制・改革と

インフォーマル経済 

1 年

1/1 
久保公二 

英文単行書（外部出

版） 

 新領域研究センター   

  C-31 資源・環境政策に関わる行政組織の形成過程 
2 年

1/2 
寺尾忠能 研究双書 

  C-32 アジアにおける障害者のアクセシビリティ法制 
2 年

1/2 
小林昌之 アジ研選書 

  C-33 習近平政権二期目の課題と展望 
2 年

1/2 
大西康雄 アジ研選書 

  C-34 フィリピン法の現在：再民主化後 30 年の軌跡 
2 年

1/2 
知花いづみ アジ研選書 

  C-35 日本型コンビニエンスストアの途上国展開と貧困削減 
2 年

1/2 
佐藤寛 アジ研選書 

  C-36 
水ガバナンスへのインタラクティブ・アプローチ：アジアの事例研

究 

2 年

2/2 
大塚健司 

英文単行書（外部出

版） 

  C-37 低成長時代を迎えた韓国の社会経済的課題 
2 年

2/2 
安倍誠 アジ研選書 

  C-38 
【個人研究 A】気候変動レジームの成立における米中による「決

定的役割」の発揮 

1 年

1/1 
鄭方婷 外部ジャーナル投稿 

  C-39 
タイの運送サービス業に関する効率性・安全性の研究：人事組

織経済学的アプローチ 

2 年

2/2 
町北朋洋 

Research Bulletin／外

部ジャーナル投稿 

合

計 
65 件 
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